
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 

 

平成 24 年 5 月 18 日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）： 
フードナノテク（食品分野へのナノテクノロジー応用）という萌芽的科学技術に関して、

国内外のリスクガバナンスをめぐる政策動向およびステークホルダーの対応について、幅
広く検討した。またこうした萌芽的科学技術の開発方向と社会導入をめぐる課題に対して、
ステークホルダーの役割と課題を抽出するために、参加型テクノロジーアセスメントの実
践を通じて知見を収集し、ガバナンス形成上の課題（企業と行政の役割等）を抽出した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 In this study, we have focused on food nanotechnologies and their implications on 
food system and risk governance. Based on various information sources, we have 
analyzed international and domestic issues related to the governance aspect of this 
emerging technology. Also we have practiced a participatory technology assessment, 
and have drawn various implications of stakeholders’ roles and issues to foster 
appropriate governance structure of food nanotechnologies. 
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１．研究開始当初の背景 
 
ナノテクノロジーの食品への応用（フード

ナノテク）に関しては、アメリカや EU 等、
海外の食品安全行政機関においては、市民を
含めたパブリック・コンサルテーションを実
施したり、業界が自主的に基準やガイドライ

ン、情報共有のスキームを策定したりするな
どの動きが見られる。他方、国内においては、
製品化が徐々に進みつつあるものの、リスク
管理機関などでの検討はほとんど進んでい
ない状況にある。以上のような状況のなか、
わが国としても海外のナノ・フードシステム
をめぐるガバナンス関連情報を積極的に情
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報収集するとともに、市民からの提言をステ
ークホルダー間の対話に活用しつつ、あるべ
きガバナンスの仕組みや手続きに関して試
行的に実践し、関連する行政部局や業界団体
に積極的に発信していくことが必要である
と考えられていた。 
特に市民社会においてネガティブな情報

が定着する前に、関係ステークホルダー間で
の望ましいガバナンス形成に関して早急に
取り組むことが望ましいといえる。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、ナノテク応用食品など革

新技術を応用した製品が登場しつつあるも
のの、いまだ規制政策が形成途上にある段階
において、市民や業界など関係ステークホル
ダー間において、どのように望ましいガバナ
ンスを形成しうるかについて、国際動向に関
する知見を集積しつつ、その手続きおよび形
成手法を明らかにすることにある。本研究は、
ナノテク応用食品に対するガバナンス形成
に関わる手続きおよび仕組みに関して、諸外
国の事例も含めて情報収集し、わが国への示
唆を検討するパート（１系「ナノテク応用食
品に対する政策とガバナンス形成の分析」）
と、市民の提言等について、ステークホルダ
ーとのコンサルテーションを模擬的に実施
し、今後のガバナンス形成にむけた諮問手続
きや手法について解明するパート（２系「ス
テークホルダー間相互作用の解析とコンサ
ルテーションの模擬的実践」）で構成される。 
 
３．研究の方法 
 
 １系に関しては、フードナノテクに関係す
るステークホルダー（研究機関、開発企業、
業界団体等）に対するヒアリングを通じて、
情報収集を行うと共に、海外情報に関しても
インターネット、研究会議等へ出席すること
で積極的な収集を行った。 
 2系に関しては、ステークホルダーへの模
擬的コンサルテーションとして、消費生活ア
ドバイザー・コンサルタント協会（NACS）の
会員に対してフォーカスグループ・インタビ
ューを 2 回にわたって実施し、議事録の記録
と分析を行った。 
 
４．研究成果 
 
１系においては、関連企業および業界団体

等へのインタビューを行うと共に、ナノ・フ
ードシステムのガバナンスのあり方とその
形成手法に関して国内外の知見を収集分析
した。特に、スイス流通業界をはじめとする
海外の行動規範事例の収集やリスクガバナ
ンスに関する国際的な検討状況に関して情

報収集した。近年の企業は、工業ナノ材料へ
のリスク評価の精査が進む中で、ナノテク応
用に関して慎重な立場を取り始めており、望
ましいガバナンスの形成が緊急に求められ
ている状況にある。 
 研究過程においては、ナノテク研究者や食
品産業関連業界を含めたヒアリングを行い、
国際的な検討状況に関して情報収集した。ま
た研究機関等の要請により、国際的なガバナ
ンス形成の動向に関して講演等を通じて情
報共有を図った。 
 ２系においては、これまで国内で実施され
た市民討議の成果と課題について理論的整
理を行うと共に、欧州（スイス、デンマーク、
ノルウェー）での現地調査を行い、ステーク
ホルダー参加の海外の実践事例とその課題
についてヒアリングを行った。その上で、22
年度においては消費生活コンサルタントに
対してフォーカスグループ・インタビューを
２回にわたって実施し、これまでの市民参加
型テクノロジーアセスメントの成果に関す
る批判的検討と、現在のフードナノテクを取
り巻く現状を踏まえた今後の対応方向につ
いて議論した。またアジア周辺国での経験を
分析し、これまでの市民参加型テクノロジー
アセスメントに対する手法上の含意を整理
した。 
以上の研究経過を踏まえ最終年度におい

ては、本研究全体としての研究知見のとりま
とめを行った。具体的には、科学技術社会論
学会において、科研参画者による特別セッシ
ョンを設けて報告会を行うほか、フードシス
テム学会等で成果を公表した。学会以外にも、
内閣府食品安全委員会、農林水産省関連研究
機関等にも報告会等を通じて、情報提供を行
った。また成果を単行図書として公表できる
ようにとりまとめ、科学研究費成果公開促進
費（学術図書）に申請した。 
 
成果の主な要点は、以下の通りである。 
(1)フードナノテクは、萌芽的科学技術の

ガバナンスが抱える様々な課題を浮き彫り
にしている。特に国際的に合意された定義が
存在していないことにより、規制方針が各国
において様々に異なっていること、またステ
ークホルダーが明確ではないことから、様々
な規制上のジレンマが生じていることが明
らかになった。国際的な動向に関しては、ア
メリカや EU 等において、徐々に政策上の検
討が進みつつあり、かつての遺伝子組換え作
物において生起したような米欧間の対応差
が生まれつつある。引き続き、海外諸国の政
策対応の動向について注目していく必要が
ある。 
 (2)ガバナンスのあり方として、企業や業
界による自主的行動規範が着目されている
が、海外でもナノテクを対象とした業界主導



 

 

の指針等が策定されつつある。しかし、国内
ではこうした取り組みが進んでいない。その
背景には、国内の行動規範が比較的抽象度の
高いものとして策定されることが多い点、ま
た食品を横断的にカバーする業界団体が欠
如していることなどが関係している。 
(3)フードナノテクのガバナンス上の課題

を検討するために、専門家と市民を媒介する
役割を果たすと考えられる消費生活アドバ
イザー・コンサルタントに対するグループ・
インタビューを行った。市民参加にもとづく
提言書と、専門家によるレポートを相互に検
討しつつ、今後のガバナンスのあり方につい
て各種の提案がなされた。特に行政が方針を
示していない段階にあっては、開発企業の責
任や、情報提供や開示のあり方が重要である
こと、市民からの要請等を通じて政府による
対応検討が促されることの重要性などが指
摘された。 
(4)萌芽的科学技術をめぐって提唱されて

いる「アップストリーム・エンゲージメント」
の実践課程において、市民が関わる場面にお
ける発話を分析し、相互作用と市民参加上の
課題を明らかにした。具体的には、生活感覚
に根差した市民の発話をどのようにすくい
あげるか、リスクに対する感覚的相違や温度
差をどのように提言等に反映させるかとい
った参加型手法設計上の課題が明らかにな
った。 
(5)本研究では、市民参加手法に関する先

行研究および諸外国での経験についても検
討を行った。特に、東アジアにおける参加型
手法適用の比較として、日本、韓国、台湾で
の経験を比較した。具体的なイベントの設計
等に関して、日本にはない試みも行われてお
り、示唆に富むことが明らかになった。 
(6)最後に、フードナノテクに関しては、

諸外国の政策対応等に鑑み、市民を含むステ
ークホルダー間の対話を継続的に行いつつ、
国内フードシステムとしての対応やガバナ
ンスのあり方について、引き続き検討してい
くことが重要であると考えられる。 
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